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立山科学グループ社長会議長
立山科学株式会社代表取締役

　水口勝史

トップメッセージ

新たな価値を生み、未来を切り拓く。
技術の深化・創造・融合で、イノベーション実現へ。

　ステークホルダーの皆様には、平素より格別のお引き

立てを賜り、厚く御礼申し上げます。

　近年、変化のスピードは一層加速し、社会・経済の不

透明感が一段と高まっています。ものづくりの主戦場も

国内から海外へと広がるなど、事業環境はこれまで以上

に大きな変化に直面しています。こうした変化への対応

は決して容易ではありません。しかし同時に、企業とし

て視野を広げ、次の成長に向けた道筋を描くうえで、重

要な転換点でもあります。私たちは今、世界的な大きな

変化の潮流の中で事業を展開しています。この潮流を的

確に捉え、グループの強みをさらに高めながら、未来に

向けた基盤づくりを進めています。

共感力を起点とする価値づくり
　2021 年度よりスタートした中期計画「VISION2025」

は最終年度を迎えました。本計画では、「デジタルに生き

るための成長戦略―働き方改革と生産性向上の両立―」

を基本方針に掲げ、スマートファクトリー化の推進をは

じめとする新しい工場スタイルへの転換を着実に進めて

きました。DX を加速させることで、人とデジタルが協

調するものづくりを実現しながら、長期的な企業価値の

向上に資する企業文化づくりに注力しています。

　こうした取り組みの背景には、SDGs の達成期限が近

づく中で、社会課題の解決に向けた具体的な行動が企業

に一層求められている現状があります。私たちは、これ

らの課題を「自分ごと」として捉え、お客様、お取引先、

従業員、地域社会といったステークホルダーの皆様との

対話を重ねることで、多様な価値観への理解を深める “共

感力” を高めてきました。この共感力を起点として、現

場の改善や提案活動に取り組む姿勢が育まれ、事業活動

に新たな価値を生み出す原動力となっています。

付加価値を高める
　近年、企業には多様な価値の創出が求められており、

当グループは、品質・生産性・技術力といった基本的な

力を磨き続けるとともに、企業としての姿勢や日々の実

践から生まれる確かな付加価値を一層高めていきたいと

考えています。その一つとして、喫緊の課題であるカー

ボンニュートラルの実現に向けた取り組みを継続して推

進しています。2024 年度には、生産工場で使用する電

力を再生可能エネルギー 100％へ切り替え、脱炭素に向

けた大きな一歩を踏み出しました。今後は、サプライ

チェーン全体へと取り組みを進めていきます。また、多

様な人材が力を発揮できる環境づくりや次世代リーダー

の育成にも注力し、組織の活力向上と人材の持続的な成

長を支える基盤づくりを推進しています。こうした取り

組みは、持続可能な社会への貢献にとどまらず、企業と

しての信頼性と競争力を高める重要な要素になると考え

ています。

技術力を高め、持続的成長へ

　経営環境が極めて速いスピードで変化する中、当グ

ループは共感力の向上や付加価値の創出に重点を置き

ながら取り組みを進めてきました。こうした取り組み

を通じて、持続的に成長していくためには、“技術力”

こそが価値創出を支える源泉であることを改めて認識

しています。

　デジタル社会の進展により、社会や市場が求める価

値は高度化・多様化しています。より高い付加価値を

備えた製品・ソリューションを市場に届けるには、技

術力の真価がこれまで以上に問われる時代であり、そ

の向上が一層重要だと感じています。技術力を高めて

いくためには、「コア技術を磨く」「新たな技術を開発

する」「既存技術を組み合わせる」といった多様なア

プローチがあり、その積み重ねがイノベーションにつ

ながります。お客様の声に真摯に耳を傾け、期待に応

じて技術の深化・創造・融合を図ることで市場ニーズ

と結びつけ、社会が求める新たな価値を創出していき

たいと考えています。

　「社会の発展に貢献する」というミッションの実現

に向け、従業員一人ひとりが価値創造力を高め、挑戦

してまいります。引き続きのご理解とご支援を賜りま

すよう、お願い申し上げます。









特集：立山科学グループの DX 戦略

デジタル技術を活用した
製品・サービスの提供

　中期計画 2025 では、新たなビジネスへの対応を目的

に、製造業の強みを活かしながら、デジタル技術による

新しいビジネスモデルの創出と、拡張性を備えた製品・

サービスの提供を推進してきました。その結果、デジタ

ル関連の製品・サービスは事業の重要な領域へと成長し、

当グループの競争力を高めています。

　社会にはデジタル化の余地が残る領域があり、こうし

た分野での改善は効率化や安全性向上を通じて、より良

い社会づくりに貢献できると考えます。その中でも、デ

ジタル技術で解決できる社会課題は多く存在し、当グルー

プでは、その解決に向けた製品・サービスの開発を進め

ています。こうした取り組みの成果として、DXを支援し、

業界変革を促す製品・サービスを開発しました。

AI 車両映像解析サービス

　交通事故の重大要因である「逆走」は、高速道

路 だ け で な く 一 般 道 で も 発 生 し て お り、深 刻 な

社 会 課 題 と な っ て い ま す。複 雑 な 道 路 構 造 や 標

識 の 視 認 性 不 足 な ど に よ り、従 来 の 対 策 だ け で

は 防 ぎ き れ ず、よ り 高 度 な 技 術 が 求 め ら れ て い

ます。

　立 山 科 学 株 式 会 社 の  車 両 映 像 解 析 サ ー ビ ス  

は、交通映像に特化した A  I  を 用 いて、交差点や

道路映像を解析。進行方向別の車両分類、計測・

集計、レポーティングを実施します。物体検出・

分類・追跡に独自改良を加え、高精度な映像解析

を実現。交通量調査の効率化に加え、逆走検知な

ど さ ま ざ ま な 安 全 対 策 に 活 用 で き る ソ リ ュ ー

ションです。

交通量調査デモ画像

3D 重量計測ソリューション

　サ ー キ ュ ラ ー エ コ ノ ミ ー の 実 現 に は、金 属 資
源を繰り返し有効活用するための適切な管理と
可視化が欠かせません。しかし、スクラップの保
管 現 場 で は、形 状 や 積 載 状 態 の 不 均 一 さ か ら 在
庫 量 の 把 握 が 作 業 者 の 経 験 や 目 視 に 依 存 し、作
業負荷や安全面で課題がありました。
　立山科学株式会社は、A I と 3 D 空間認識技術を
活 用 し た 重 量 計 測 ソ リ ュ ー シ ョ ン を 通 じ て、こ
う し た 課 題 の 解 決 に 取 り 組 ん で い ま す。本 技 術
は ス ク ラ ッ プ の 山 を 非 接 触 で 三 次 元 的 に 把 握
し、金属部分のみを抽出・解析して在庫量を高精
度 に 推 定 し ま す。こ れ に よ り 直 接 確 認 作 業 を 減
ら し、重 機 作 業 や 厳 し い 環 境 下 で の 負 荷 軽 減 と
安全性向上に寄与します。また、取得データを資
源 循 環 の 最 適 化 に 活 用 す る こ と で、デ ジ タ ル 技
術を起点とした資源循環の在り方を進化させる
イ ノ ベ ー シ ョ ン と し て、持 続 可 能 な 社 会 の 形 成
を後押しします。

6

A I で 金 属 の み を 抽 出

進行方向を検知し、
車種を分類して計測・集計

　サ ー キ ュ ラ ー エ コ ノ ミ ー の 実 現 に は、金 属 資
源 を 繰 り 返 し 有 効 活 用 す る た め の、適 切 な 管 理
と可視化が欠かせません。一方、スクラップの保
管 現 場 で は、形 状 や 積 載 状 態 が 不 均 一 で あ る こ
と か ら、在 庫 量 の 把 握 が 作 業 者 の 経 験 や 目 視 判
断 に 依 存 し、作 業 負 荷 や 安 全 面 で の 課 題 が 生 じ
ていました。
　立山科学株式会社は、A I と 3 D 空間認識技術
を 活 用 し た 重 量 推 定 ソ リ ュ ー シ ョ ン を 通 じ て、
こ う し た 課 題 の 解 消 に 取 り 組 ん で い ま す。本 技
術 は、ス ク ラ ッ プ の 山 を 非 接 触 で 三 次 元 的 に 把
握し、金属部分のみを抽出・解析することで、在
庫量を高精度に推定します。これにより、現場作
業 者 に よ る 直 接 的 な 確 認 作 業 を 減 ら し、重 機 作
業や厳しい環境下での負荷軽減と安全性向上に
寄与します。また、取得したデータを在庫管理や
資 源 循 環 の 最 適 化 に 活 用 す る こ と で、サ ー キ ュ
ラーエコノミーを支える実効性の高い基盤づく
り に 貢 献 し ま す。デ ジ タ ル 技 術 を 起 点 と し た こ
う し た 取 り 組 み は、現 場 の 安 全 性 と 運 用 効 率 を
高 め る だ け で な く、資 源 循 環 の 在 り 方 そ の も の
を 進 化 さ せ る イ ノ ベ ー シ ョ ン と し て、持 続 可 能
な社会の形成を力強く後押しします。　
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ステークホルダーとの関わり

ステークホルダー 主な責任と課題 対話・コミュニケーション方法

お客様

お取引先様

従業員

行政

地域社会

・商品の安全性、品質の確保
・より良い製品・サービスの創出
・適切な製品・サービス情報の提供
・お客様満足の向上
・環境配慮製品・環境配慮設計
・苦情への対応

・公正で透明性のある取引の徹底
・サプライチェーンにおけるサステナビリティ
の推進

・労働安全衛生の確保と健康への配慮
・人権の尊重
・人材育成と人材活用
・多様性の尊重
・ワークライフバランスの推進

・法令遵守
・社会課題の解決に向けた公共政策への協力・
協働開発

・環境汚染の未然防止、環境リスク対応
・地域社会発展への貢献
・地域環境保全
・地域社会における生態系の保護・保全
・将来世代への教育支援

・日常の営業活動、品質保証活動
・お客様満足度調査
・お問い合わせ窓口
・Web サイト、展示会への出展
・サステナビリティ調査、CSR 調査

・安全衛生委員会、ヒヤリハット体験の報告
・労使間の対話（労使協議会）
・内部通報制度
・人材育成プログラム（研修）
・人事労務相談窓口（ハラスメント・なんでも相談）
・イントラネット、デジタルサイネージ、社内報
・女性活躍推進プロジェクト、女性リーダー育成
・社内イベントの開催
・社員意識調査

・お取引先様との定期的な協議、訪問による情報交換
・お問い合わせ窓口（各調達部門）

・政府統計など、調査・アンケートへの協力
・産学官連携
・財界・業界団体への参加
・企業見学受入
・自治体との連携、展示会への出展

・Web サイト、社会・環境報告書
・地域清掃、地域環境活動、ボランティアへの参加
・地域イベント ( なつまつり等）開催、イベント協賛
・防災・防犯訓練への参加
・工場見学受入れ、住民説明会・交流会の開催

基本スタンス

優良な製品とサービスを提供し、常にお客様

の声を聞き、双方向のコミュニケーションを

通じてお客様満足の向上に努めます。

公平で公正な取引に努め、ともに企業の発展

を目指します。

従業員一人ひとりの能力が発揮できる職場環

境を確保し、活力ある職場づくりに取り組み

ます。

法令遵守はもちろんのこと、適時・適正に情

報を開示し、良好な関係を維持します。

環境汚染を未然に防ぐための対策を講じると

ともに、地域社会の発展に向けた取り組みを

通じて、持続可能な地域社会の実現に貢献し

ます。

　立山科学グループは、信頼関係の構築はコミュニケーションの積み重ねによるものだと考えます。

継続的かつ積極的な対話を通じて、ステークホルダーの皆様との相互理解および信頼を得られるよう努めています。

立山科学グループ社会・環境報告書 2025目次グループ概要 ガバナンス 環境 社会トップメッセージ
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立 山 科 学 グ ル ー プ は、「持 続 可 能 な 開 発 目 標：SDGs（Sustainable 
Development Goals）」達成のため、社会的課題の解決に貢献し、社会に広く
必要とされる企業を目指した事業活動を展開します。

立山科学グループ SDGs 宣言

S D G s 達成に向けた目標と取り組みSDG s 達成に向けた目標と取り組み

環境負荷の低減
持続可能な社会の実現に向け、事業活動を通じ

て製品・サービスによる環境貢献の拡大と環境

負荷の低減を図ります。

【重点取り組み】

・2030 年までに廃棄物総排出量の 10％削減
（2013 年比）

・二酸化炭素排出量の削減
再生可能エネルギー、ハイブリッド自動車、
電気自動車の導入促進

・グリーン購入、サステナブル製品の購入啓発

地域コミュニティの結びつきをより強固にし、

ともに地域の課題について考えます。そして、

地域の発展に向けた取り組みの実践により、持

続可能な地域社会の実現に貢献します。

【重点取り組み】

・従業員参加型ボランティアの推奨

・工場見学プログラムの充実

・災害時の施設開放

持続可能な地域社会への貢献

社員が働きやすい職場環境づくり
働き方改革の推進と男性の育児休暇取得を促

進。性別や年齢を問わず社員一人ひとりがやり

がいを持って働ける働きやすい職場環境を実現

し、組織力の向上を図ります。

【重点取り組み】

・男性の育児休暇取得促進

・2030 年度までに、①有給休暇取得率（取得日
数）の向上、②管理職に占める女性従業員の
割合を 5％以上にする（いずれも 2020年度比）

SDGs とは、2015 年 9 月国連サミットで参加国 193 ケ

国により採択された「持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ」にて記載された 2016 年から 2030 年までの

17 の目標です。

SDGs への取り組み
　SDGs（持続可能な開発目標）は、2015 年 9 月に国連サミットで 193 の加盟国の全会

一致で採択された世界共通の国際目標です。立山科学グループは、趣旨に賛同し 2020 年

4 月 SDGs に取り組むことを宣言し、取り組むべき優先課題を 3 つ特定しました。そして、

その重点テーマに対し具体的な取り組み内容と KPI を設定し、経営層の承認を経て左記

の通り決定しています。

再生可能エネルギー、ハイブリッド自動車・電気自動車の
導入促進

脱炭素化の推進
（19 ページ）

目標 KPI

● 二酸化炭素（CO2）排出量の削減

参照ページ

● 2030 年までに廃棄物総排出量の 10％削減（2013 年比）
● グリーン購入、サステナブル製品の購入啓発

● 男性の育児休暇取得促進

資源の有効活用（22 ページ）

● 管理職に占める女性従業員の割合を 5％以上にする

（2020 年度比）

● 有給休暇取得率（取得日数）の向上（2020 年度比）

ワーク・ライフ・バランス
（33 ページ）

ダイバーシティ・エクイティ＆
インクルージョン
女性活躍推進（31 ページ）

● 従業員参加型ボランティアの推奨

● 工場見学プログラムの充実

● 災害時の施設開放

防災対策（40 ページ）

地域社会との調和（41 ページ）

● 環境負荷の低減

● 社員が働きやすい職場環境づくり

● 持続可能な地域社会への貢献

SDGs への取り組み

立山科学グループ社会・環境報告書 2025目次グループ概要 ガバナンス 環境 社会トップメッセージ
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情報セキュリティ

基本的な考え方
　デジタル化の進展により電子化・ペーパーレス化・オン

ライン化が進み、業務の効率化や利便性が向上する一方

で、情報の重要性や漏えいリスクは高まっています。加え

て、巧妙化するサイバー攻撃への備えも不可欠です。

　立山科学グループは、ステークホルダーの信頼を守り、

事業継続を確保することを目的に、情報セキュリティを経

営の重要課題と位置づけ、情報セキュリティ基本方針に基

づき、継続的な対策を実践しています。

情報セキュリティ推進体制
　立山科学グループは、サイバー攻撃を含む情報セキュ

リティ対策と情報資産の適切な管理を実施するため、

2016 年 3 月にサイバーリスク委員会を設置しました。

委員会はグループ横断的な管理体制を構築し、運用・技

術施策、法令順守、インシデント対応、リスク評価・対

策に取り組むとともに、従業員への啓発活動を継続して

います。

立山科学グループ サイバーリスク委員会

■ サイバーセキュリティ管理体制

立山科学グループ経営責任者会議議長

サイバーリスク委員会委員長（CISO※2）

各社サイバーリスク委員 CSIRT ローカルメンバー

事務局

CSIRT コアメンバー

サイバーリスク委員会事務局

（SOC※3）

TATEYAMA－CSIRT※1

※1 CSIRT： （シーサート Computer Security Incident Response Team）コンピュータセキュリティにかかるインシデントに対処するための組織の総称
インシデント関連情報、脆弱性情報、攻撃予兆情報を常に収集、分析し、対応方針や手順の策定などの活動をする

※2 CISO：(Chief Information Security Officer)  最高情報セキュリティ責任者　
※3 SOC：(Security Operation Center) サイバー攻撃の検出や分析、対応策のアドバイスを行う組織の総称
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　立山科学グループ各社（以下、当社）は、製品及
びサービスを通してお客様ならびに社会生活の発展
に貢献することを理念として、経済産業省の「サイ
バーセキュリティ経営ガイドライン」を踏まえ、個
人情報を含む情報資産を保護するために、情報セキュ
リティ体制を整備し、施策を効果的に実施します。

1.　当社は、情報セキュリティに関わる責任と権限
を定め、全社一体となって情報資産を保護します。

2.　当社は、不正侵入、過失、事故、災害、犯罪な
どすべての脅威から情報資産を保護するために、運
用ルール及び技術的施策を確立し、リスク評価及び
対応策を実施します。

3.　当社は、情報セキュリティに関する法令、契約
上の要求事項、その他の社会的規範を遵守します。

4.　当社は、情報セキュリティの確保に必要な教育
を継続的に実施します。

5.　万一情報セキュリティ上の問題が発生した場合、
迅速に関係者（CISO/CSIRT）が情報共有し、被害を
最小限にとどめる処置をとります。

6.　社内外のインシデント情報を評価し、必要に応
じ是正処置を実施し、情報セキュリティ体制を継続
的に改善します。

情報セキュリティ基本方針

2016 年 7 月制定





CO2

環境基本理念

環境方針・環境ビジョン

　立山科学グループは、経営理念に掲げた使命 「社会の発展に貢献する」 のもと、

地球環境の保護が経営の最優先課題のひとつであることを自覚し、環境の維持向

上に万全の配慮と努力をする。

立山科学グループは、当グループの事業活動、製品及びサービスが地球環境に影

響を及ぼすことを認識し、以下の方針に基づき環境管理を行う。

1．   環境マネジメントシステムの継続的改善を図り、汚染予防と環境パフォーマ

ンス向上に努める。

2.　適用される環境関連法令及び利害関係者との協定を順守する。

3.　事業活動、製品及びサービスに関わる環境側面の中で以下の項目を重点的に

取り組む。

①　温室効果ガス削減活動による地球温暖化の防止

②　資源の有効活用による循環型社会の実現への貢献

③　化学物質の適正管理による環境汚染の予防

④　生物多様性の保護を目的とした保全活動の推進

⑤　地域「環境保護活動」への積極的な参画

４.  当環境方針を達成するため目標を設定し、当グループをあげて環境管理を

推進する。
(1999 年 7 月制定、2023 年 4 月改訂）

環境方針
　立山科学グループは、事業活動のあらゆる側面において環境に配慮し、環境マネジメ

ントシステムの運用を通して環境負荷低減に取り組みます。

環境ビジョン 2030
　近年、地球温暖化の深刻化や資源の枯渇、生態系の危機などさまざまな環境問題を抱

えています。立山科学グループでは、これらの地球環境課題の現状を踏まえ、持続可能

な社会の実現に向けた「環境ビジョン 2030」を 2019 年に策定しました（2023 年 10 月

改定）。この環境ビジョンでは、当グループが中長期の視点から目指す社会の姿を「脱炭

素社会※」「循環型社会」「自然共生社会」と定め、製品やサービスによる環境貢献の拡

大と事業活動による環境負荷を限りなく減らすことで、持続可能な社会の実現に貢献し

ていきたいと考えています。
※気候変動の進行を受けて、2022 年に低炭素化から脱炭素社会に更新。それに伴い 2030 年度温室効果ガス（CO2
排出量）の削減目標を、従来目標である 2007 年度比 30％削減から、2021 度比 42％削減へ引き上げました。
この目標は、SBT（Science Based Targets）1.5℃水準の削減目標に相当します。

持続可能な社会の実現に貢献

製品・サービスによる環境貢献

事業活動による環境負荷の最小化拡大
低減

自然共生社会の実現脱炭素社会の実現

脱炭素化の推進

温室効果ガス
排出量を 2021 年度比

42％削減する
（Scope1・2※）

環境方針

13

（対象範囲：立山科学グループ国内）
※ Scope1：燃料の燃焼や工業プロセスなど事業者自らによる温室効果ガスの直接排出
Scope2：他社からの電気や熱、蒸気の使用による温室効果間接的な温室効果ガス排出

循環型社会の実現

資源の有効活用

廃棄物の発生量を
2013 年度比

10％削減する

● 自然保護イベント
への参画推進

● 環境リスク対応

● 化学物質の適正管理

生物多様性の保全
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環境マネジメント

環境マネジメント推進体制
　　立山科学グループは、国際規格である ISO14001 に適合した環境マネジメントシステム（EMS）を構築して、主要生

産拠点があるサイトおよび各工場でEMSを運用しています。各サイトには、環境に関する責任と権限をもつサイト責任者、

各事業体には環境実務責任者を配置して、各社の事業計画に即した環境目標・環境改善活動計画を策定して活動を行って

います。その進捗状況を環境事務局で管理し、環境管理責任者が環境マネジメントシステムの活動実績および今後の対応

を環境責任者会議へ報告しています。

14

富山県富山市下番 14 番地
● 立山科学（株）本部工場
● （株）立山科学デバイステクノロジー Atrium工場

富山県富山市月岡町 3丁目 6番地
● （株）立山科学デバイステクノロジー
● （株）立山科学ハイテクノロジーズ

富山県富山市月岡町 3丁目 31 番地
● （株）タアフ 

富山県富山市下番 30 番地
● 立山科学（株） 
● 立山マシン（株）
● 立山総合開発（株）

内部環境監査員

環境事務局

環境責任者会議

各実務責任者 各実務責任者 各実務責任者

■ 環境マネジメント推進体制

（2025 年 12 月 1 日現在）

●  ISO14001登録組織

立山科学グループ
経営責任者

環境管理責任者

南サイト
サイト責任者

本部サイト
サイト責任者

科学本部サイト
サイト責任者

《環境責任者会議》

　立山科学グループの社長会の議長を経営責任者とし、

原則として年３回（環境管理責任者が必要と判断した場

合は随時）開催しています。環境責任者会議では、環境

目標や計画及びパフォーマンス状況、環境関連法規制の

順守状況等の確認を行い、その適切性・妥当性・有効性

を評価しています。また、サイト間の情報共有や重要な

環境課題への対応についても審議しています。

《環境連絡会》

　環境改善活動を推進するサイト責任者および各環境実

務責任者で、月 1 回サイトごとに開催しています。環境

連絡会議では、環境改善活動計画の進捗状況の確認や環

境に関わる情報の共有を行っています。

環境責任者会議

●本部
●本部第三工場
・下番第一工場
・下番第二工場
・月岡工場
・田畠工場
・草野工場
・婦中工場
・高野工場

サ
イ
ト
所
在
地

立山科学グループ社会・環境報告書 2025目次グループ概要 ガバナンス 環境 社会トップメッセージ







環境関連法規制
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　立山科学グループは、事業活動に関連する環境関連法

規制を登録し、定期的に改正状況を確認しています。順

守状況については、毎年、各事業体で部門内の法令順守

状況をチェックした後、その報告および関連情報をもと

に環境事務局で届出や報告義務についての評価を実施し、

漏れがないよう確認しています。

　2024 年度、立山科学グループにおける環境関連事故、

環境法令違反に対する罰金、制裁措置および近隣住民様

を含む環境に関連する苦情の受付はありませんでした。

なお、苦情があった場合は、状況を調査・確認の上、真

摯に対応するよう努め、過去に発生した事案については、

イントラネットに公開して同様の事案が発生しないよう

情報を共有して、再発防止に取り組んでいます。

環境リスクの考え方
　環境マネジメントシステムを通じて、事業活動に伴う

潜在的な環境リスクを洗い出し、未然防止策を講じてい

ます。排気・排水、土壌・水質汚染、化学物質管理、設

備老朽化などのリスクに加え、近年頻発する自然災害リ

スクも考慮し、緊急時対応手順の整備や訓練を実施して

います。万一の事故や災害を想定することによって、被

害の拡大防止・最小化に向けた体制を整え、環境リスク

の低減に取り組んでいます。

■ 環境リスク管理

緊急時使用資材の確認（危険物倉庫）
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リスクの洗い出し 未然防止策の実施（対策・活動） 再発防止・改善

・製品含有化学物質管理（CMS）、製造工程化学物質管理
・緊急事態対応ルート・訓練

・再発防止措置、検証

・情報公開 / 届出

・基準書・手順更新

気候変動 ・温室効果ガス削減、エネルギー使用量削減
・再生可能エネルギーの利用

被害の拡大防止・最小化（想定・対策）

水資源 / 水質汚染

・水使用量の把握
・化学物質管理
・監視測定
・緊急事態対応ルート・訓練

・法規制・コンプライアンスの順守、環境監査

廃棄物

化学物質

土壌

有害廃棄物（PCB）

騒音・振動

・廃棄物の適正分別・発生量削減、リサイクル化
・廃棄物一元管理
・フロン・アスベスト含有機器の適正処理
・委託先の現地確認

電気設備関係 / 施設・設備老朽化

・適正保管・処理

・インフラ整備、日常点検

・化学物質管理
・監視測定

法令違反

・監視測定

リスク要因 対策 是正
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基本的な考え方
　立山科学グループは、「品質」は経営における最も重要

な柱であり、まさしく生命だと考えています。お客様や

社会のニーズにお応えするためには、「安全」であること

に加え、企業の信頼を高め「安心」していただけること

が重要です。関連する法令を遵守することはもちろん、

常にお客様の声を聞き、安

全、品質、環境、CSR など

の 活動を通して継続的な

品質の向上を図り、お客様

に満足いただける製品・

サービスの提供に努めてい

ます。

品質の取り組み

　「品質は生命」の社是のもと、品質マネジメントシステ

ム（QMS）による各種プロセスの監視と改善活動を継続

的に実施しています。製品の企画から開発、製造、販売、

サービスにいたるまで一貫した品質保証の体制を構築し、

年度当初に品質方針・品質目標を定め、PDCA を回して

品質保証活動を展開しています。特に、製品の企画・設

品質保証活動
「品質は生命」モニュメント

計段階から品質を重視し、複数の視点で設計を審査する

デザインレビューや設計検証、潜在的故障モード影響解

析（FMEA）などの手法を用いたリスクの低減など上流で

の品質確保に努め、製造工程では QC 工程図、作業標準、

工程 FMEA などをもとに管理を行い、適切な作業環境を

維持して品質の作り込みを行っています。また、各社の

品質保証部門を中心に毎月品質検討会を開催し、製品安

全を含めた品質課題についての討議や部門間にまたがる

品質問題の解決など品質マネジメントシステムの改善に

努め、重大事故の防止と品質トラブルの低減に取り組ん

でいます。

品質教育
　お客様にご満足いただける高品質の製品・サービスを

提供し、一層の信頼をいただけるよう 従業員一人ひとり

が日頃から品質向上活

動に取り組んでいま

す。その礎となる品質

管理力の向上を目的に

基本的な品質教育から

FMEA をはじめとした

各種コアツール、小集 品質教育（入社 8 年目）

公正な調達活動の推進
　お客様に安全で高品質な製品を提供するためには、生

産に必要な資材・サービス等の購買において、お取引先

様のご協力をいただき、相互理解と連携した取り組みが

不可欠です。お取引先様の品質・価格・納期・技術力・

環境への配慮・保全への取り組みなどを総合的に判断し

て、公平で公正な評価・選定を推進しています。また、

購買業務に携わる従業員を対象に適宜、下請法（下請代

金支払遅延等防止法）に関する社内研修を実施するなど、

法令順守を徹底しています。

い の ち

品質方針

「品質は生命」をスローガンとし、顧客の信頼と満足を得る品質を提供する。

団活動など、さまざまな品質教育を継続的に実施してい

ます。今後もグループ全体で品質教育を推進し、より高

い品質の確保と安全・安心な製品・サービスの提供を支

える人材の育成に取り組んでいきます。
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第三者認証取得状況
　立山科学グループは、製造業界の中でもいち早く品質

管理に取り組み、品質保証体制を構築して品質マネジメ

ントシステムの導入を進めてきました。2005 年にすべて

の生産工場で品質マネジメントシステムの国際規格

ISO9001 の認証取得を完了しています。さらに、安心・

安全で高品質な製品をお届けするため、グループ各社の

事業上の特性に応じて、製品やサービスカテゴリに求め

られるマネジメントシステムを取り入れています。今後

も、これらのマネジメントシステムを有効かつ確実に運

用し、継続的改善とお客様満足の向上に努めていきます。

■ 外部認証取得状況

立山科学グループ ※

初回認証対象規格 有効期限事業所

1998 年 5月

プライバシーマーク

（立山科学が取り扱う個人情報）

登録範囲

立山マシン（株）

（株）タアフ

立山科学（株）
デジタルソリューション事業部

（ISO9001）　  抵抗器、チップサーミスタ、宇宙開発用抵抗器の設計及び製造

（IATF16949）抵抗器、チップサーミスタの設計及び製造　

ISO14001:2015

IATF16949:2016

ISO9001:2015

（株）立山科学デバイステクノロジー 1997年 10月 2028年 7月 27日

（株）立山科学デバイステクノロジー 

（株）立山科学ハイテクノロジーズ 

JISQ9100:2016 2015年 5月

ISO13485:2016

ISO/IEC27001：2022

登録範囲 Design,Development,Production and Seles of Industrial Machinery for Factory Automation

登録範囲

登録範囲

登録範囲

ISO9001:2015

ISO9001:2015

ISO9001:2015

ISO9001:2015

（ISO9001）　ロボット分野向け及び産業用設備の精密金属部品製造

（JISQ9100）航空機用機械加工部品の製造

サーミスタ素子及びサーミスタプローブの設計・開発、製造及び製造マネジメント

（ISO9001）　無線応用機器、電子機器及びシステムの設計・開発及び製造、部品実装基板の
製造、産業機器制御ユニットの設計及び製造、温度計測器の設計･開発及び製造

（ISO13485）医療機器、医療用監視機器の製造、及び医療機器用プリント回路基板の製造　

システムインテグレ－ション、コンピュ－タ－ソフトウェア、画像システムなどの企画・開発から運用・保守登録範囲

立山科学（株）

2028年 7月 27日

2027年 8月 8日

2028年 8月 8日

2028年 8月 8日

2027年 5月 28日

2027年 5月 28日

2026年 11月 24日

2026年 10月 26日1999年 10月

2020年 11月

1997年 10月

2018年 8月

※立山科学グループで一括認証。（詳細は 15 ページ参照）

2008年 6月

2007年 6月

2005年 1月

2027年 5月 23日

2003年 7月

2026年 6月 23日

（2025年 12 月現在）
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人材マネジメント

人事関連制度
　立山科学グループは、行動規範に基づき、あらゆる差

別を禁止し、人権を尊重しています。従業員一人ひとり

の多様な価値観を尊重し、その能力を最大限に発揮でき

る職場環境を整えることは、企業の持続的成長に不可欠

です。当グループは、人材を企業の成長を支える最も重

要な存在と捉え、誰もが安心して働ける環境づくりを通

じて、持続的な企業価値の向上と新たな価値創造を目指

します。

　立山科学グループは、採用にあたり能力と意欲を重視

した人物本位の選考を行い、国籍・性別・人種などによ

る不当な差別を排し、公正な採用を徹底しています。採

用後は、個々の能力を最大限に活かす適材適所の配置を

進めるとともに、差別のない公正な雇用に努め、役割に

応じた成果を適切に評価・処遇しています。

　当グループは、自ら考え行動し、失敗を恐れず最後ま

でやり遂げる人材を重視しています。また、多様な価値

観や能力、豊富な経験を有する人材を積極的に採用し、

年間を通じて障がい者を含むキャリア採用や外国人採用、

さらに定年後の再雇用制度など、多様な人材確保を推進

しています。

人材の採用

働きがいを向上させる人事制度
　より柔軟性と流動性のある働き方を目指し、働き方改

革を進めると同時に、リーダーとして活躍できる人材を

育成するため、すべての従業員に会社のビジョンや方針

を共有し、高い目標へのチャレンジを処遇に反映する人

事制度（評価制度・等級制度・賃金制度）へと改革を進

めています。2022 年度には「評価制度」を改定し、業務

内容や難易度に軸を置いた客観性の高い評価を導入する

ことで、職場に良い影響をもたらす人材を厚遇する仕組

みへと見直しました。今後も、従業員がモチベーション

を保ちながら能力を最大限発揮できる環境を整え、組織

と従業員がともに成長することで、エンゲージメントの

向上と成果の最大化を目指します。

《発明報奨制度》

　従業員の発明に対しては、積極的に発明考案等を奨励

しています。会社経営に対する従業員の参加意識と発明

に対する志気の高揚を図ることを目的に、職務発明に関

する規定に従い、適正な報奨制度を定めています。

《社内公募制度》

　立山科学グループでは、必要な人材をグループ内から募

集する社内公募を適宜実施しています。これにより、仕事

へのやりがいを高め、挑戦する風土を醸成し、意欲ある人

材がさらに活躍できる環境づくりを推進しています。

等級
制度

評価
制度

賃金
制度

■ 人事制度の全体像

福利厚生
　立山科学グループでは、一般的な休暇制度に加え、リ

フレッシュ休暇やスポーツ大会出場者の激励、保養施設

の利用、懇親会補助など、福利厚生の充実に取り組んで

います。2024 年度は外部の福利厚生サービスを導入し、

従業員と家族が幅広いライフサポートを受けられる体制

を整えました。また、住宅手当を見直し、従来は県外出

身者のみを対象としていた制度を富山県内出身の若手従

業員にも拡大し、地域で働く若手の生活基盤を支援して

います。さらに、協賛イベントのチケット提供や地域ス

ポーツチームへのスポンサー活動を通じて、従業員の余

暇充実と地域貢献にも取り組んでいます。今後も社会情

勢や働き方の変化に応じて福利厚生を充実させ、働きが

いとエンゲージメント向上を推進していきます。
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福利厚生 労務管理 教育

経
営
理
念
・
ビ
ジ
ョ
ン

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
向
上

成
果
の
最
大
化

人
事
制
度

組
織
・
社
員
の
成
長
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人材育成

形式

部門長・
部長クラス

課長クラス

チームリーダー
クラス

中堅社員

若手社員

入社時

対象

集合研修

階層別 本人選択型・部署推薦

自己啓発

通信教育 自己学習

通
信
教
育

マネジメント研修・幹部研修

各
種
資
格
・
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
・

TO
EIC®

技
能
資
格
手
当
支
給
制
度

係長職/
昇格者/
リーダー /
階層別/

研修プログラム

フォローアップ研修
新入社員研修

ビジネススキル/

マネジメントスキル/

技能スキル/

研修プログラム

■ 人材育成プログラム

■ 入社 5 年間の基礎人材育成

選抜型

グ
ル
ー
プ
シ
ナ
ジ
ー
強
化
・

ク
リ
エ
イ
テ
ィ
ビ
テ
ィ
強
化

外部研修

　現場業務でのOJ T をはじめ、職場から離れて研修

を受講するOFF - J T プログラムを体系的に実施して

います。従業員一人ひとりが成長を実感し、挑戦す

る意欲を持って活躍できるよう、内容を見直しなが

ら充実を図っています。また、積極的な自己啓発を

支援するため、通信教育講座、英会話教室など、会社

が推奨した講座には受講料を補助する制度のほか、

資格保有者を育成する「技能資格手当支給制度」を

導入しています。

《若手人材の育成》　

　立山科学グループが求める若手社員（入社 5 年目以内）

の人物像は、物事を論理的に考え、失敗を恐れず挑戦す

ることです。将来的にグループ各社の異なる事業領域や

専門分野をつなぎ、

協働を推進できる人

材を育成するため、

新人・若手社員向け

研修を実施していま

す。
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《次世代リーダー育成》

　将来を支えるリーダーを計画的に育成するため、幹部

研修を実施しています。マネジメントの原点を確認し、

会社の掲げる方針・目標に対し、部門責任者として期待

される役割や責任を再認識することで、幹部社員として

の自覚と成長を高める機会を設けています。

タイムマネジメント研修の様子






























